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研究要旨 

本研究は、目的や対象、養成・認定のプロセスも異なる 7 つの機関の総合的な診療能

力を修得するための教育制度について情報収集を行い、詳細な比較検討を行って、今後

の研修プログラム開発の参考資料とすることを目的とする。2021 年度は、各制度につい

て比較検討を行った。その結果、経験すべき疾患・病態、診察・検査、手術・処置、地

域医療の経験等の詳細項目が明確化されていない場合が多いこと等、プログラムによっ

て差異があることが明らかになった１）。2022 年度は、主な制度の担当者や受講者にへの

インタビューを行って、実際の現場における詳細な情報を集め、各研修制度の運営にお

ける課題と現状、今後の展望を明らかにするとともに、研修の共有化や相互乗り入れの

可能性などに関する検討を行った。いずれの団体も課題を持ちながら、教育カリキュラ

ムに関して模索してきたことが分かった２）。 

2023 年度は、日本病院協会と全日本病院協会の教材の共有化や相互乗り入れの可能性

について両部門の生涯教育担当者に集まっていただき意見交換を行なうとともに、医師

数の多い西日本地方都市における総合的な診療能力の育成の状況把握を行なった。その

結果、両協会間においても教材や企画の共有化は重要と考えており、今後、相互乗り入

れの方向で検討を試みることになった。さらに、総合診療の講座を 40 年前から開設し

ている佐賀県では、既に講座中心のネットワークが県内にできており、今後の国内多く

の地域の参考になることがわかった。 
近年、総合的な診療能力の修得は、医学教育モデル・コア・カリキュラム（令和 4 年

度版）３）など、卒前教育においてこれまで以上に重視されてきており、卒後さらに生涯

向上していくことが推奨されている。今後、生涯教育としての団体の連携、教材の共有

化や相互乗り入れもが期待される。 
 
 
Ａ．研究目的  

現在、病院団体、学会、医師会などの各

団体が独自に総合的な診療能力を修得する

ための教育制度を提供しているが、それぞ

れ、目的や対象、養成・評価・認定のプロ

セスも異なる。そこで、これらの制度に関

する情報収集を行い、比較検討を行って、

今後の総合的な診療能力に関する研修プロ

グラム作成の参考資料とすることを目的と

する。2022 年度は、2021 年度における各

制度の比較検討結果１）を踏まえ、主な制

度である全日本病院協会の教育担当へのイ



ンタビューで詳細な情報を集め、各研修制

度の特徴や教育効果に関する課題、今後の

展望を明らかにするとともに、研修の共有

化や相互乗り入れの可能性などに関する検

討を行った２）。2023 年度は、全日本病院協

会と日本病院協会の運用するプログラムに

関して相互乗り入れの可能性について、両

協会の担当者とのインタビューを行うこと

と、実際の地方都市の医療現場として比較

的医師の多い西日本の大学（佐賀大学、鹿

児島大学、長崎大学）における地域医療担

当者からの総合医育成プログラムに関する

情報収集を行うことを目的とした。 

 

Ｂ．研究方法 

2023 年度、は、表１のうち総合医育成

プログラム（全日本病院協会/日本プライ

マリ・ケア連合学会）、病院総合医育成制

度（日本病院協会））の担当者に集まって

いただき、研究代表者（前野）、研究分担

者（長谷川）とともに意見交換会を行っ

た。さらに、比較的医師が多い九州地区の

状況を把握するため鹿児島大学、佐賀大

学、長崎大学の地域医療教育担当者から総

合医育成に関する課題と情報収集を行っ

た。 

 

 

表１ 制度のリスト 

１．総合診療専門研修プログラム（日本

専門医機構）４） 

２．総合医育成プログラム（全日本病院

協会/日本プライマリ・ケア連合学会） 

３．病院総合医育成制度（日本病院協会） 

４．かかりつけ医機能研修制度（日本医

師会） 

５．JCHO 版病院総合医（Hospitalist）
育成プログラム（地域医療機能推進機構

（JCHO）） 

６．地域包括医療・ケア認定制度（全国

国民健康保険診療施設協議会、全国自治

体病院協議会） 

７．日本臨床内科医会認定医・専門医制

度（日本臨床内科医会） 

 

Ｃ．研究結果 

以下の 2 つのプログラムは、今後の国内

の医療機関における総合医育成に重要であ

り今回両協会の生涯教育の責任者に集まっ

ていただき意見交換を実施した。プログラ

ムのポイントは以下のとおりになってい

る。 

 

１）総合医育成プログラム（全日本病院協

会/日本プライマリ・ケア連合学会）５、６） 

個々の専門性や日常の診療経験を生かし

つつ、実践力を向上するための 35 回の体

験型ワークショップ（各６時間）受講を特

徴とする。全日本病院協会に勤務する医師

を主な対象として、原則２年間の研修期間

としている。 

① 目標に関して 

個々の医師が有する専門性や経験を生か

しつつ、さらにプライマリ・ケアを実践で

きる能力を身につけてプライマリ・ケアの

現場で一歩踏み出せること目標を達成する

ための体験型ワークショップの目標が具体

的に設定されている。日本プライマリ・ケ

ア連合学会との連携により運営されてい

る。 

② 研修内容 



 以下の i)、ii)が設定され、内容として

は満足している。 

i) 自施設での診療実践指導医の支援を受

けながら診療・実践を行う。 

ii)「診療実践コース」22 回、「ノンテク

ニカルスキルコース」10 回、「医療運営コ

ース」2 回の３コースから構成される体験

型のワークショップ形式の集合研修（1 回

6 時間）が行われている。 

一方、各コース 6 時間の制約が大きいこ

と、各病院で負担している受講費が高めで

あることなどが背景にあってか、受講者数

が延び悩んでいることが課題となってい

る。 

③ 評価・認定条件について 

「診療実践コース」「ノンテクニカルス

キルコース」「医療運営コース」の３コー

スから構成される体験型のワークショップ

形式の集合研修を行い、それぞれ所定の単

位数を受講することが修了条件となってい

る。知識・技術・態度の実践力評価は、一

部のワークショップで行われている。 

 

２）病院総合医育成制度（日本病院協

会）７） 

日本病院会の会員病院における総合的診

療能力を育成する制度で、目標とする５つ

のスキルや経験すべき診療、症候や病態に

関してチェックリスト化されており、日々

の診療の中で身につけることを目指してい

る。主な対象は、日本病院会の会員病院に

おいて勤務する医師であり、原則２年間の

研修期間としている。客観的な研修施設、

指導医の認定基準は設定されていない。 

 

① 目標に関して 

診療実践により、インテグレーションス

キル、コンサルテーションスキル 、コー

ディネーションスキル、ファシリテーショ

ンスキル、マネジメントスキルの５つのス

キルを身につけることを目指している。チ

ェックリストとして、上記の具体的な詳細

項目に加え、全体としての経験すべき疾

患・病態などの実践目標が設定されてい

る。 

② 研修内容 

日本病院会の会員病院において指導医の

もと、日々の診療の中で 5 つのスキルにつ

いて研修する。指導医の認定基準は、臨床

研修指導医講習会修了者または病院管理者

となっている。 

③ 評価・認定条件 

5 つのスキルの詳細項目や主要症候・病

態に関するチェックリストおよびレポート

を作成して提出し、指導医が総合的に判断

する。客観試験は実施されていない。 

  

以上のプログラム内容を踏まえてインタ

ビューを行った。全日本病院協会の担当者

からは、現時点で集合研修が認定条件とな

っていること、総括的な客観試験は行われ

ていないこと、参加者が増えていないこと

が課題となっていた。日本病院協会の担当

者からは、研修内容の充実化や受講者が増

えてこないことなどが課題となっていた。

両者とも、多団体との研修の共有化や相互

乗り入れの可能性については、前向きに検

討できるものと考えているが、所属団体内

での同意が必要であり、今後、両協会で検

討していただくことになった。また、佐賀

大学、鹿児島大学、長崎大学の地域医療教

育担当者との意見交換では、総合診療の講



座を 40 年前から開設している佐賀大学で

は、既に講座中心のネットワークが県内に

できており、今後の国内多くの地域の参考

になることがわかった。 

 

D 考察 

それぞれの団体いずれも研修に課題を持

ちながら、模索してきたことが分かった。

また、教材の共有や相互乗り入れについて

も担当者同士は前向きであるが、団体の意

向調整が必要である。この点、検討いただ

けることになった点は大きな一歩であり今

後の展開が期待できる。総合診療の講座を

40 年前から開設している佐賀大学では、

既に講座中心のネットワークが県内にでき

ており、今後の国内多くの地域の参考にな

ることがわかった。このことは、将来に向

けてさらに重要になってくる総合的な診療

能力を育成する講座の設立の重要性を示し

ていると考えられた。 

総合的な診療能力は、医学教育モデル・

コア・カリキュラム（令和 4 年度改訂版）

３）など、卒前教育でもこれまで以上に重

視されてきており、卒後さらに生涯向上し

ていくことが推奨されている。デジタル化

やネットワーク化が進んできつつあり、今

後、生涯教育としての団体の連携、教材の

共有化や相互乗り入れも重要となってく

る。 

 

E 結論 

今回、意見交換した団体いずれも研修内

容に課題を持ちながら模索してきている。 

教材の共有や相互乗り入れについても担

当者同士は前向きであるが、団体の意向調

整が必要で、今後、検討いただけることに

なった。このことは大きな一歩であり今後

の展開が期待できる。 

総合診療の講座を 40 年前から開設して

いる佐賀大学では、既に講座中心のネット

ワークが県内にできており、今後の国内多

くの地域の参考になることがわかった。こ

のことは、将来に向けてさらに重要になっ

てくる総合的な診療能力を育成する講座の

設立の重要性を示していると考えられた。 
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